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☆特許庁人事異動 ……………………………… ⑺

はじめに
　AI（人工知能）、IOT、フィンテックなどの第４
次産業革命（５G）の時代となり、事業を取り巻く
環境も大きく変容している。この急激な変化のス
ピードについて行けない中小企業は、淘汰される業
界の可能性もある。M&Aの件数は年々増え、増加

の要因は重要な経営戦略であるという認識、時代の
変化に対応する“選択と集中”としての事業の洗い
換え、ファンドの役割の増大、事業承継ブームの高
まりである、と安田育生氏（ピクナル（株）CEO）
はいう。さらに、成功するM&Aの秘訣は、シナジー

（複数の企業が事業連携することにより相乗効果）を

☆事業承継における実務・法の検討②
　事業承継と戦略的M&A …………………… ⑴

事業承継と戦略的M&A事業承継と戦略的M&A
吉備国際大学大学院知的財産学研究科 　　教授 生駒　正文
吉備国際大学・大学院（非常勤講師・学術博士） 山本　慶子

事業承継における実務・法の検討事業承継における実務・法の検討②②

官公庁、公益法人、国立大学、自治体等の契約実務・監査事務の担当者必携！
「財務省会計制度研究会報告の論点」など新たな動きを加筆。
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